
 

 

 

ご利用に際しての留意事項を最後に記載していますので、ご参照ください。 （お問い合わせ） 調査部 TEL：03-6733-1070 

1/2 

前期比（％）

4-6 7-9 10-12 1-3 4-6 7-9

実質ＧＤＰ 0.8 0.4 － 0.1 1.5 － 1.8 0.4

同 　   (年  率) 3.4 1.8 － 0.5 6.0 － 7.1 1.6

同　    (前年同期比) 1.2 2.3 2.5 3.0 － 0.1 0.0

内需寄与度　　　　　 (*) 0.8 0.8 0.5 1.7 － 2.9 0.5

個人消費 0.7 0.2 0.4 2.0 － 5.1 1.0

住宅投資 2.1 4.7 2.4 2.0 － 10.4 － 7.3

設備投資 1.8 0.5 1.0 7.8 － 5.1 1.2

民間在庫　　　　　 (*) － 0.4 0.2 － 0.1 － 0.5 1.4 － 0.2

政府最終消費 0.6 0.1 0.2 － 0.2 0.1 0.2

公共投資 5.8 7.1 1.4 － 2.5 － 0.5 2.7

外需寄与度　　　　　 (*) 0.1 － 0.4 － 0.6 － 0.2 1.1 － 0.1

輸出 3.1 － 0.7 0.3 6.5 － 0.5 0.6

輸入 2.3 1.8 3.7 6.4 － 5.6 0.9

名目ＧＤＰ 0.3 0.4 0.2 1.6 － 0.2 0.2

同  　  (年  率) 1.2 1.5 0.9 6.4 － 0.7 0.8

同 　   (前年同期比) 0.7 1.9 2.0 2.9 1.9 1.9

－ 0.6 － 0.4 － 0.4 － 0.1 2.0 1.9

(注)内需寄与度、民間在庫、外需寄与度は実質ＧＤＰに対する寄与度

(出所)内閣府「四半期別ＧＤＰ速報」

2013年

ＧＤＰデフレーター

　　　　　　(前年同期比)

2014年
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調査レポート 

2014 年 7～9 月期のＧＤＰ（1 次速報）予測 

 

11 月 17 日に公表予定の 2014 年 7～9 月期の実質ＧＤＰ成長率は、4～6 月期に急減した反動により前期比

プラスに転じるものの、伸び率は前期比＋0.4％（年率換算＋1.6％）と小幅にとどまったと見込まれる。駆け込

み需要の反動減の動きが落ち着いた後も、景気の持ち直しペースが鈍いことが示されることになりそうだ。 

個人消費は、反動減は一巡しつつあるが、実質賃金の減少による落ち込みに加え、夏場の天候不順の影響

によって伸び率は緩やかにとどまったようだ。設備投資も、前期に落ち込んだ反動でプラスになった見込みだ

が反発力は弱い。公共投資は昨年度の補正予算の執行が本格化してきたことなどから前期比でプラスに転じ

た模様である。一方、輸出、輸入とも小幅の増加となったが、輸入の伸びが輸出の伸びをやや上回ったため、

外需寄与度はマイナスに転じたと見込まれる。 

名目ＧＤＰは前期比＋0.2％（年率換算＋0.8％）、ＧＤＰデフレーターは前年同期比＋1.9％と予想する。 
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需要項目別の動向は以下の通りである。 

 

①実質個人消費（前期比＋1.0％） 

個人消費は、駆け込み需要の反動減の動きは一巡しつつあるものの、実質賃金の減少が

家計の消費行動にマイナスの影響を及ぼしていることに加え、夏場の天候不順の影響によ

って伸び率は緩やかにとどまったようである。 

②実質住宅投資（前期比－7.3％） 

駆け込み需要の反動減による住宅着工件数の落ち込みは一巡してきているが、住宅投資

は遅れて変動するため、引き続き落ち込んだと見込まれる。 

③実質設備投資（前期比＋1.2％） 

4～6 月期に減少したことへの反動に加え、維持・更新など必要な投資は行われており、

前期比で増加に転じたと予想される。ただし、資本財出荷の伸びが小幅であり、緩やかな

伸びにとどまった模様である。消費税率引き上げ後、業績改善が一服していることもあっ

て、企業は設備投資に慎重になっている可能性がある。 

④実質在庫投資（前期比寄与度－0.2％） 

増税後の出荷の落ち込みから在庫が急速に積み上がっており、在庫調整の動きが広がり

つつある。このため、在庫投資のＧＤＰ成長率に対する寄与度はマイナスとなった可能性

が高い。 

⑤実質政府最終消費支出（前期比＋0.2％） 

医療費などを中心に政府サービスに対する需要が増加基調にあることから、引き続き前

期比で増加したと思われる。 

⑥実質公共投資（前期比＋2.7％） 

2013 年度の補正予算の執行が本格化していることや、2014 年度予算の前倒し執行の影響

により、公共投資は前期比でプラスに転じたと見込まれる。 

⑦外需（前期比実質寄与度－0.1％、実質輸出：前期比＋0.6％、実質輸入：同＋0.9％） 

海外景気の持ち直しが続き、円安が定着化しているものの、輸出数量は横ばい圏内での

動きが続いており、輸出は前期比で小幅のプラスにとどまったと予想される。輸入も、内

需の弱さを反映して前期比の伸びは小幅にとどまったが、輸出の伸びは上回ったようであ

る。この結果、外需の実質ＧＤＰ成長率に対する寄与度は－0.1％とマイナスに転じたと予

想される。 

⑧ＧＤＰデフレーター（前年同期比＋1.9％） 

ＧＤＰデフレーターは、消費税率引き上げの影響によって前年比で高い伸びを維持して

いるものの、需要の弱さを反映して伸びはやや鈍化した見込みである（季節調整値では前

期比－0.2％）。 
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